
官民協働による地域課題への挑戦 

ＩＣＴ等を活用した青森みち情報・除排雪判断支援システム 
 

葛西章史＊1 
１．はじめに 

青森県は本州の最北端に位置している。世界遺産である

白神山地、2021年7月27日に世界文化遺産登録に決定され

た「北海道・北東北の縄文遺跡群」の中心的遺跡である三

内丸山遺跡、お城と林檎と日本一の桜祭りで有名な弘前城

址、下北半島や津軽半島など観光資源に恵まれた地域であ

る。2016年3月26日には新幹線も全線開通し、広域交通ネ

ットワークに組み込まれた。 

しかしながら、県庁所在都市では全国で唯一特別豪雪地

帯に指定されている日本有数の豪雪地帯である。そのため、

雪国特有の問題である吹雪等による交通障害への対応や、

生活交通を確保するための除排雪、県民への情報提供、そ

して新幹線からの乗り換え二次交通としての冬場のレンタ

カー観光客への情報提供など固有の課題が多く、これらを

解決するために地域の知恵と工夫が求められている。 

 

２．官民協働による取組内容「青森みち情報」 

2.1 官民協働 

青森ではNPO法人の「青森ITSクラブ」が中心となり地域

のITS推進を行っている点が大きな特徴である。ITSを進め

るにあたっては、道路管理者（国・県・市）、交通管理者

（県警）、交通事業者（鉄道・バス・レンタカー等）、市

民、情報通信会社（多数）など関係者が多岐にわたるため、

ITSの対策がまとまりにくいこと、ユーザー目線で見ると

情報がばらばらに提供されること、官民の連携が取りにく

いことなどの課題が指摘されている。雪という大きな交通

障害に対するためには、ITの進歩へのキャッチアップ、行

政組織の縦割りの克服、官民の連携、市民目線での使いや

すさを中心にITSを導入していくためにNPOが中心となって

展開していくこととした点が青森ITSの特徴である。 

2.2 青森みち情報 

｢青森みち情報」は、行政（国土交通省青森河川国道事

務所・青森県）と民間（NPO法人青森ITSクラブ）等が、道

路利用者視線に立つことを心がけて青森県内の道路交通情

報を提供している全国的にも珍しい官民協働による取り組

みである。道路利用者が必要とする詳細な情報をわかりや

すく提供するため、地元行政機関による情報収集と民間の

知恵・工夫と行動力を活用し官民連携で構築した、新しい

試みとなる道路交通情報ポータルサイトとして、2002年7

月より情報提供している。 

 

 

図１ 青森みち情報パソコン版トップページ画面 

 

 

図２ 青森みち情報スマートフォン版トップページ画面 

 

＊１ 特定非営利活動法人青森ＩＴＳクラブ 



主な情報として、天候の急変などによる緊急規制情報

（通行止め）やライブカメラによる道路状況、雪情報な

どが提供されている。 

2022年1月からは最新の道路状況をリアルタイムで入手

可能となるよう、青森県がTwitterでの情報提供をはじめ、

「青森みち情報」とも連携し、道路利用者の更なる利便

性・安全性の向上を図っている。 

2.3 効果（アクセス数） 

「青森みち情報」トップページへのアクセス数は延べ

33,934,008件（開始～2022年1月31日）と非常に高く多く

の県民・観光客に利用されている。 

2012年2月1日の暴風雪により、下北半島を南北に走る

国道279号で車両400台以上が立ち往生した際には、2月2

日のアクセス数が457,370ページ／日と、それまでの最高

を記録した。 

そして、2021年12月27日の災害級の大雪の影響で12月

28日に国道7号・みちのく有料道路・八甲田周辺道路の通

行止めが発生した際には、それまでの最高アクセス数を

大幅に上まわる1,053,700ページ／日のアクセスがあった。 

2022年8月9日、北日本に停滞する前線の影響で東北北

部を中心に大雨となり、青森県内では猛烈な雨が降った。

気象庁は、9日朝と昼すぎ、深浦町付近で猛烈な雨が降っ

たとして、2度にわたり記録的短時間大雨情報を発表した。

深浦町では24時間の降水量が、平年の8月1ケ月分を上回

る312ミリに達し、観測史上最多を更新した。また、降り

続く大雨の影響で、青森県西部を流れる岩木川などで氾

濫危険水位を超え、弘前市は岩木川沿いの地区に最も高

い警戒レベル5の「緊急安全確保」を発令した。青森市や

深浦町など県内11市町村が避難指示や高齢者等避難の情

報を出した。 

上記の記録的な大雨等により青森県内の土砂災害等に

よる通行止めは99区間にも及んだ。2022年8月9日のアク

セス数は393,487ページ／日あった。8月1ケ月のアクセス

数は、8月の雨量最多もあり、3,777,016ページ／月と過

去最高のアクセスとなった。 

 

図３ 青森みち情報 緊急規制情報（通行止め） 

３．調査研究「除排雪判断支援システム」 

3.1 背景 

積雪寒冷地では、冬期の都市機能の維持と円滑な道路

交通の確保を図るため、積雪時に道路除排雪を実施する

必要があり、除排雪作業を行う時期の判断にあたり目視

によるパトロールが行われている。 

しかしながら、パトロール員の経験等により除排雪作

業時期の判断のばらつき等があり、除排雪作業の遅れが

生じている。 

地球温暖化に伴い局所的・集中的な大雪が近年増加傾

向にあり、全国的な課題となっている。 

昨シーズンは、世界でも有数の多雪都市である青森市

のみならず、全国的な大雪により札幌市や秋田市などで

は雪害レベルに見舞われており、効率的・効果的な除排

雪作業実施が早急に求められている。 

3.2 調査研究の目的・方向性 

上記の課題を解決するために、ハード面の整備のみな

らず、ソフト面からのデジタル技術による除排雪の変革

を行い、除排雪ＤＸを実現し、冬期の都市機能の維持と

円滑な道路交通の確保を図る。 

ICTやビッグデータ等を活用しデータ（積雪路面状況・

交通状況・気象情報）に基づいた除排雪判断支援システ

ム（最適な除排雪作業時期を判断するシステム）を発明

（著者個人にて特許取得済み）・開発し、新技術による

除排雪判断の変革→除排雪ＤＸの実現を目指すための調

査研究。 

3.3 新技術の活用（手法） 

路面に関する情報と、交通状況に関する情報と、気象

に関する情報とを取得する情報取得部と、前記情報取得

部により取得された情報から得られる積雪路面状況と、

交通状況と、気象情報とを分析する分析部と、前記分析

部により分析された結果から除排雪判断を決定する除排

雪判断決定部と、を備え、前記除排雪判断決定部により

除排雪判断を決定するものであることを特徴とする除排

雪判断支援システム。 

 

 

図４ 除排雪判断支援システムに係るシステム構成図 



3.4 具体的用途 

降雪期において、自治体（道路管理者）のパトロール

車等にスマホを設置し、管理道路のパトロールを行う。 

パトロール終了後、スマホで収集したデータをサーバ

へ送信する。 

積雪路面状況・交通状況・気象情報をもとに除排雪判

断支援システムにて除排雪実施の判断を決定する。 

3.5 除排雪ＤＸ（目指す姿） 

決定された判断をもとに自治体（道路管理者）から除

排雪業者へ除排雪出動指令を行い、除排雪業者は自治体

からの指令を受け速やかに最適な除排雪作業を実施する

ことにより、除排雪ＤＸの実現が可能となる。 

・冬期間における渋滞原因の早期解消、二酸化炭素削減 

・冬期間でも安全で快適な市民生活や円滑な経済活動の

確保 

・冬期間において遅れがちな（1時間遅れも珍しくない）

バス定時制の確保 

・スムーズな物流、生産性の向上による産業の振興 

・緊急車両の通行ルート確保による人命救助 

・災害時の避難場所への通行ルート確保による安全安心 

3.6 これまでの調査研究結果（2021年度の取り組み） 

除排雪判断支援システム構築のための実験を、2021年

12月～2022年2月にかけて青森市内で行った。 

自家用車にスマホ・ドラレコを設置し、情報収集・分

析・検証・とりまとめを実施。 

①積雪路面状況（スマホ等を活用した路線評価） 

→パトロールおよびドラレコ映像による検証 

・幹線・補助幹線・工区において有効性を確認 

・悪路面（凸凹・げじゃ雪等）において有効性を確認 

・除雪後の路面にても有効性を確認 

 

図５ スマホ等を活用した路線評価 

 

②交通状況（ビッグデータ等を活用したライブ交通情報） 

→パトロールおよびライブカメラ映像による検証 

・渋滞箇所を把握する手段としての有効性を確認 

・大雪および雪害時の大渋滞箇所を調査 

・悪路面における混雑状況を調査 

・道路幅員減少箇所における混雑状況を調査 

・排雪前後の混雑状況を調査 

 

図６ ビッグデータ等を活用したライブ交通情報 

③気象情報（降雪短時間予報等） 

→気象データによる検証 

・降雪短時間予報の有効性を確認 

・大雪時の降雪短時間予報と除雪指令の調査 

・エリア毎の降雪量（短時間予報）の違いを調査 

・エリア毎の積雪深（短時間予報）の違いを調査 

 

図７ 気象情報 エリアによる降雪量の違い 

 

図８ 気象情報 エリアによる積雪深の違い 

各データにおいて多少の課題はあるものの有効性を確

認できた。ICT等を活用しデータ（積雪路面状況・交通状

況・気象情報）に基づいた除排雪判断は有効と考える。 

また、除排雪業者による除雪レベルの違いへの対応も

可能となる。 

幹線・補助幹線と工区において悪路面になるタイミン

グが違うことやエリアによって降雪量や積雪深が違うた

め、本システムを活用することにより最適な除排雪作業

時期の判断が可能となる。 



3.7 これからの調査研究内容（2022年度の取り組み予定） 

2022年12月～2023年2月にかけて、以下の実験を青森市

内で行う予定。 

①パトロール車にスマホを設置し、青森市管理道路にお

ける情報収集・分析・検証・とりまとめ 

②自家用車にスマホを設置し、積雪路面における圧雪厚

把握の調査・研究 

③主要幹線道路の交差点付近にライブカメラを設置し、

交差点まわりの排雪時期の調査・研究 

 

４．おわりに 

積雪寒冷地青森県における官民協働による取り組みを

紹介した。地域の課題に対しITSを活用し、利便性や安全

面の向上を図るだけではなく、住民ニーズの視点から枠

組みや仕組みを考えてITSを活用したイノベーション的な

取り組みであり、今後も企業・NPO・自治体が協働しなが

ら改良を重ね、発展させる所存である。 

 

図９ 除排雪ＤＸ 

 

 

 

 

日本では、20年間のデフレ経済の中で、行政の支出削

減が大きな課題となっており、これまで行政に頼りっき

りであった公の仕事を行政だけではなく市民や民間も参

加した「新しい公共」の模索が行われている。 

青森のアプローチは省庁間の壁を越え、多数の行政の

情報をNPOが集約し、市民のニーズに合った情報として提

供する仕組みを構築するという点で国家レベルでのチャ

レンジである。また、地域の課題に対しITSを活用し利便

性や安全面の向上を図るだけではなく、市民ニーズの視

点から枠組みや仕組みを考えてITSを活用したイノベーシ

ョンを起こそうという取り組みである。 

ビジョンの実現に向けたサスティナブルな地域のまち

づくりへの効果はもとより、「新しい社会システム」の

実現にもつながる効果が期待される。 

関係各位のご協力に感謝の意を示すと共に、今後も協

力関係を継続し、一層のご支援とご協力をお願い申し上

げたい。 

 

ポンチ絵 


